国際私法II　2010年度期末試験問題
高橋宏司　出題
第一問　(期末試験総計80点中20点)
Yから給料支払請求を受けたXは、自らがYに対して有する売掛金請求権により相殺をすることができるか。日本から見て、給料支払請求権は甲国法が準拠法となり、売掛金請求権は乙国法が準拠法となるものとする。給料支払請求権を受働債権とする相殺は、甲国法の下では許されるのに対して、乙国法の下では許されない。相殺の準拠法について、自説以外の説にも触れつつ、論ぜよ。
第二問　(期末試験総計80点中40点)
甲国人Xと甲国会社Yは、労務供給地を甲国とする労働契約を結んだ。Xの就労後5年を経て、XとYは、Xがした職務発明について、甲国と乙国の特許を受ける権利をYに無償で譲渡する旨を定める契約(以下「本件契約」と呼ぶ)を締結した。本件契約には、準拠法は乙国法とするという条項が含まれている。Xは、甲国で就労を続けて1件の職務発明(「本件発明」)を完成させ、甲国および乙国の特許を受ける権利をそれぞれ甲国法および乙国法に従って有効にYに譲渡した。Yは本件発明を実施し、多大の利益をあげた。XはYに対して、日本で訴えを提起して、相当の対価の支払を請求したが、Yは本件契約を援用して支払を拒んでいる。日本の裁判所が国際裁判管轄権を有することを前提に、Xの請求を基礎づける様々な法律構成や理論を示し、それらを評価せよ。なお、本件契約は乙国法上は有効である。また、甲国の特許法には以下の規定が含まれている。
a条　労働者は、甲国でした職務発明について、甲国の特許を受ける権利を使用者に譲渡したときは、相当の対価の支払を受ける権利を有する。
b条　a条に反する当事者の別段の合意は無効である。
c 条　使用者と労働者が外国法を準拠法として選択しても、a条の適用は妨げられない。
(参考　日本の特許法35条3項)
第三問　(期末試験総計80点中20点)
Xは、輸出入を目的として、甲国法に基づいて設立されているパートナーシップである。日本の裁判所におけるXの当事者能力の有無はどのように決まるか説明せよ。なお、Xは、甲国法上、法人格を認められていないが、当事者能力は有する。
